※避難確保計画作成（または変更）時および訓練実施報告時に提出


社会福祉施設等の避難確保計画（非常災害対策計画を含む）
チェックリスト
	施設
チェック担当者名
	市町村
チェック担当者名

	
	







	施設名
	



	[bookmark: _Hlk222502682]施設が有する災害リスク等の確認
	施設
チェック欄
	市町村
チェック欄

	災害リスクの確認
	津波災害警戒区域内に位置するか
	☐ 位置する
☐ 位置していない
	☐ 位置する
☐ 位置していない

	市町村地域防災計画に当該施設が定められているか
	☐ 定められている
☐ 定められていない
	☐ 定めている
☐ 定めていない



　
	計画項目
	チェック項目
	施設
チェック欄
	市町村
チェック欄

	(1) 防災体制、情報収集及び伝達
（津波防災地域づくりに関する法律施行規則32条一）津波発生時の防災体制に関する事項
	
	

	
	1. 津波や震度に関する情報、避難情報の収集・伝達方法等を適切に定めているか
	☐ 対応済
☐ 要改善

	☐ 適切
☐ 要改善


	
	【着眼点】
☐　地震情報、津波警報等の津波に関する各種情報、市町村からの避難情報、その他避難に必要な情報を収集するタイミング、収集する者、収集する情報の種類、収集する方法を定めているか
☐　収集した情報の伝達先、伝達方法を定めているか






	
	

	
	2. 避難を開始するタイミングを適切に定めているか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
· 津波警報、大津波警報の発表に伴い「避難指示」が発令された場合、直ちに津波避難エリアⅠ、津波避難エリアⅡのエリアより内陸側に避難することにしているか
· 地震に伴う強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合、「避難指示」の発令を受けてから避難を開始しても間に合わない場合など、利用者全員が避難を完了するまでに多くの時間を要する施設については、津波警報等の発表や、「避難指示」よりも早いタイミングで避難を開始することにしているか
· 利用者全員が避難するのに要する時間を計画に記載しているか
· 津波到達時間が長い場合（遠地地震等）の体制確立等の判断時期を定めているか

	
	

	
	3. 利用者の避難支援のための体制確立は適切であるか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　避難行動について指揮する者を定めているか







	
	

	(2) 避難誘導
（津波防災地域づくりに関する法律施行規則32条一）津波発生時の避難の誘導に関する事項
	
	

	
	1. 安全が確保できる避難先を適切に選定しているか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　選定した避難先（指定緊急避難場所、津波避難エリアより内陸側の避難先等）は、想定される災害に対して安全な場所であるか　
☐　選定した避難先において利用者のケア等の対応が可能であるなど、避難の実効性を確認したか
☐　不測の事態が生じることも想定し、複数の避難先を選定しているか、また、少しでも安全な場所に移動する「緊急安全確保」の方法を定めているか
	
	

	
	2. 安全が確保できる避難ルートや避難方法を定めているか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　施設から避難先までの移動経路の災害リスクや、交通途絶等の可能性も考慮して、安全で確実な避難ルートが選定されているか
☐　施設外の避難先に移動するために必要な車両の台数や手配方法などを定めているか

	
	

	
	3. 避難支援に必要な要員を適切に確保しているか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　避難に要する時間を考慮した上で、避難支援要員の人数が確保されているか
☐　必要に応じて、消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者や利用者の家族など、避難支援協力者を定めているか
※　消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者、利用者の家族を避難支援協力者として組み込んでいる場合には、その連絡先を定めていることが望ましい
	
	

	(3) 避難の確保を図るための施設の整備

	
	

	
	1. 必要な情報機器等を確保しているか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　インターネットや防災無線等で情報を収集するために必要な機器や設備が確保されているか
☐　市町村から施設に伝達される情報が確実に届くよう、複数の手段を確保しているか

	
	

	
	2. 避難に必要な設備を確保しているか
	☐ 対応済
☐ 要改善
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　利用者の避難支援にあたって、利用者のＡＤＬ（日常生活動作：　　歩けるかどうかなど）や要介護状態等を考慮し、避難に必要な設備（エレベーターやスロープ等）を確保しているか
☐　夜間の避難に備えて、電池式照明器具や、利用者が誘導員を識別するための誘導用ライフジャケット等の機材を確保しているか





	
	

	(4) 防災教育及び訓練の実施
（津波防災地域づくりに関する法律施行規則32条一）津波発生時を想定した防災教育及び訓練の実施に関する事項
	
	

	
	1. 防災教育や訓練を適切に実施することにしているか
	☐ 対応済
☐ 要改善

	☐ 適切
☐ 要改善


	
	【着眼点】
☐　防災教育や訓練の実施頻度を具体的に定めているか（訓練については原則として年１回以上の頻度で実施することが望ましい）
☐　職員に対して防災教育の機会を提供することとしているか
☐　避難確保計画の内容を職員に周知することとしているか
☐　利用者が施設を利用する際に避難確保計画の内容を利用者の家族に周知することとしているか
※　情報伝達訓練や避難ルートの確認訓練、資機材の確認訓練、図上訓練、利用者の避難先への移動訓練など、実施する訓練の種類を具体的に定めていることが望ましい
※　訓練実施の際には、避難支援協力者に組み込まれている消防団や近隣企業、地域住民等の地域関係者や利用者の家族も参加することが望ましい
※　訓練で得られた教訓を踏まえて、必要に応じて計画の見直しを実施すること

	
	

	（オ）避難確保計画の公表
（津波防災地域づくりに関する法律第71条一）避難確保計画の作成、報告、公表に関する事項
	
	

	
	1. 作成した避難確保計画の公表方法
	☐ ホームページへの掲載

☐ 施設内での掲示・閲覧

☐ 利用者へ
の配布

☐ その他
（　　　　
　　　　　）
	☐ 適切
☐ 要改善

	
	【着眼点】
☐　施設管理者に計画を公表する義務が課せられていることを認識のうえ、適切な対応を行っているか
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